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は、6 ヶ月滞納の段階で入居者に法的予告を通知するとともに土木部長に書類を提出し、

土木部長が必要と認めた場合は議会の議決を得た上で民事調停手続を行うこととなって

いる。滞納期間が 6 ヶ月未満でも滞納者へ直接督促することが必要であり、滞納累積の

可能性は予想し得るものであるため、滞納額が膨らまないように早期に手続を行うべき

である。 

 

（ウ）会津建設事務所（意見） 

 退去者に関して本人又は保証人が行方不明などの場合は、時効期間が経過済みで H 区

分であっても滞留債権として残す一方で、所在が判明している場合は時効の援用に係る

書類を入手して不納欠損処分の対象としているものがある。所在場所が明確で保証人に

も連絡が取れるような場合は、時効の援用を申し出ている時を除き、回収促進を最優先

し、行方不明で回収が著しく困難と見込まれるものを、優先的に不納欠損処分の対象と

していくべきである。 

 

（エ）いわき建設事務所 

ⅰ）退居時の不適切な精算処理（指摘） 

 H 区分の退去者の中に、1 ヶ月分の家賃や駐車場代が未納のものが散見された。これは、

退去時に敷金との相殺や、最終月の家賃・駐車場代の請求などの必要な精算手続が行わ

れなかったために発生したものである。退去時には適切な精算処理を行うべきである。 

これらの滞納家賃は、もはや回収困難なものが大半と思われる。滞納者の連絡先が不

明で、かつ差押財産の価格が強制執行費用を超えないものであれば、債権管理の費用対

効果の観点から不納欠損処分すべきと考える。また、滞納額の存在に確証が持てないも

のに関しては、未納債権の取消し処理ができないか検討を要すべきである。 

 

ⅱ）退去者への不納欠損処分（意見） 

H 区分の退去者で、不納欠損処分を申請したが保証人の確認等の要件を満たしていな

いため差し戻されたというものが散見された。また、平成 22 年 3 月末の債権に係る不納

欠損処分の実績がない。回収見込みが認められるものは極力回収努力を図るべきだが、

全般的事項に記載したとおり、回収が困難と認められるものは、不納欠損処分に係る規

程の弾力的な運用を図るべきと考える。 

 

 

5. 個別財産の実態調査のまとめ 

 

（1） 県営住宅（現場視察を行った団地） 

 

①現場視察の選定基準 

県営住宅のうち、現場視察を行った物件とその概要は以下のとおりである。また、県

営住宅の現場視察対象物件は、特別県営住宅を有し、かつ、管理する住宅が多い県北、

県中、会津若松の各建設事務所の物件の中から、特別県営住宅、大規模団地、用途廃止

物件を選定した。 
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なお、県営住宅は特別県営住宅と県営住宅の 2 つに大別され、その内容は次のとおり

である。 

 

区   分 内   容 

県 営 住 宅 住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で住宅

を提供することを目的として整備される賃貸住宅 

特 別 県 営 住 宅 中堅所得者等に居住環境が良好な住宅を供給すること

を目的として整備される賃貸住宅 

 

②調査結果（意見） 

 県営住宅に関しては、空室が発生した場合は抽選により入居者を選定している状態で

あり、修繕や建替えによる政策的空屋を除けば、ほぼ 100％の入居率である。一方、特別

県営住宅は以下のとおり、特別県営住宅全体の平均でも 53.5％となっており、入居率が

50％を下回っている物件もある。 

 

＜特別県営住宅入居率～平成 22 年 8 月 31 日現在＞      

地域 コード 団地名 総戸数 入居戸数 入居率 

県北建設事務所 

102 森合台の前団地 10 10 100.0% 

121 岡部団地 15 8 53.3% 

152 荒井団地 28 7 25.0% 

県中建設事務所 
207 亀田団地 28 14 50.0% 

232 柴宮団地 12 6 50.0% 

会津若松建設事務所 

561 緑町団地 14 10 71.4% 

562 御旗団地 6 6 100.0% 

587 五月町団地 14 8 57.1% 

 
特別県営住宅合計 127 68 53.5% 

 

現場視察の結果、特別県営住宅に関して全体に入居率が低い理由としては、次のよう

な点があげられる。 

 

・県営住宅と外観、住戸専有面積ともに同一又はほぼ同一である。 

・立地条件、建物の老朽化（設計が古い等）などから民間住宅に見劣りする。 

・家賃水準が割安感に欠ける（所得水準により、最低 33,300 円（59.6 ㎡）から最高 93,700 円（93.6 ㎡））。 

・世帯収入の上限値（月収 487,000 円）があるため高額所得者は対象外となる。（注） 

（注）特別県営住宅は「特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則」の第 7 条により、入居者の

所得の上限値が 487,000 円と定められている。 

 

 上記のように、特別県営住宅の入居対象者には法令に基づく所得の上限値という制度

上の制約がある。しかしながら、既に建物を建設し供用している以上、尐しでも入居率

を高めることが県有財産の有効利用につながると考える。特別県営住宅の入居率を高め

るためには、次のような対応を検討することが有効であると考える。 
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ⅰ）入居率が一定率以下の物件に関しては、福島県県営住宅等条例に家賃を規定するに

当たり、一定の掛目を設けるなどして現状より割安な家賃設定とする。 

ⅱ）入居率が一定率以下の物件に関しては、浴槽のリースは個人負担ではなく県側の負

担とする。 

ⅲ）県営住宅と外観、住戸専有面積ともに同一又はほぼ同一の物件に関して、特別県営

住宅から県営住宅に移行する。 

 

 

ⅲ）に関しては、現在の入居者の取扱いをどうするかという問題はあるが、入居率が

50％以下の物件に関しては検討する価値があるものと考える。 

また、特別県営住宅の入居者の世帯所得の上限値は、「特定優良賃貸住宅の供給の促進

に関する法律施行規則」の第 7 条により月収 487,000 円と定められているが、国に、この

上限値を引き上げるような方向での制度改革の要請も行うことが望ましい。 

 

 

＜参考～入居者の所得基準＞ 

入居者の世帯全員の 1 年間の収入から、所得税法の例に準じて所得金額を計算し、同

居者控除等の一定の控除を行った上で、12 ヶ月で割った額（月収）が基準以下であるこ

と。 

県営住宅入居基準 
一般世帯 月収 158,000 円以下 

裁量階層世帯 月収 214,000 円以下 

特別県営住宅入居基準 月収 158,000 円以上 487,000 円以下 

 （注 1）裁量階層世帯：障害者がいる世帯、高齢者世帯（18 歳未満の同居者がいる世帯を含む）及び小学

校就学前の子供のいる世帯等 

 （注 2）各種控除：同居者控除、扶養親族控除、老人扶養親族控除、特定扶養親族控除、障害者控除、         

寡婦（夫）控除 

 

＜参考～基準収入額（一般世帯）の年収（所得）換算表【給与収入の場合】＞    

世帯人数 卖身 ２人 ３人 ４人 ５人 

収入金額（円） 2,967,999 以下 3,511,999以下 3,995,999 以下 4,471,999以下 4,947,999以下 

所得金額（円） 1,894,800 以下 2,275,600以下 2,653,600 以下 3,034,400以下 3,415,200以下 
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（2） 普通財産 

①及び②に掲げた表は、個別に検討した結果、監査人の指摘又は意見がある物件を

とりまとめたものである。 

なお、項目及び重要度は監査人の判断によるものであり、重要度は量的・質的な面を

考慮して分類した。目安としては、処分対象資産等で金額が 1 百万円までは「低」、30

百万円程度までは「中」、それ以上ものは「高」とし、評価額や台帳記載の不備等は質的

観点から「高」とした。また、利活用計画や修繕の問題は原則として「中」とした。 

 

①財産管理課所管 

                     （金額：円、面積：㎡） 
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②財産管理課所管以外  

                 （金額：円、面積：㎡） 
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（金額：円、面積：㎡） 

 
 

 

 

 

 

 

（3） 行政財産 

次ページに掲げた表は、個別に検討した結果、監査人の指摘又は意見がある物件

をとりまとめたものである。 

なお、項目及び重要度は監査人の判断によるものであり、重要度は量的・質的な面

を考慮して分類した。目安としては、処分対象資産等で金額が 1 百万円までは「低」、

30 百万円程度までは「中」、それ以上ものは「高」とし、評価額や台帳記載の不備等

は質的観点から「高」とした。また、利活用計画や修繕の問題は原則として「中」と

した。 
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  （金額：円、面積：㎡） 
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（4） 普通財産及び行政財産のまとめ（県営住宅を除く） 

普通財産及び行政財産に関して、ヒアリングや関連資料の確認及び現場視察などを実施し

た結果、以下のような課題があるものと考える。なお、課題の一つとして県有財産台帳の管

理があるが、これについては「2．県有財産台帳の管理状況」に記載しているため、ここで

は記載を省略した。 

 

①未利用県有地の早期処分 

 財産管理課が所管する普通財産は、賃貸物件を除けば利活用を検討の上、利活用の見込み

がないのであれば売却手続に入る。財産管理課所管物件を検討した結果、処分が進まない物

件には山間地や面大地や袋路など、それぞれ売却や交換などの処分が困難な理由はあるが、

土地であれば雑草駆除、建物であれば防犯や事故防止策などの管理コストがかかるため、早

期処分を図るべきである。 

 財産管理課所管以外の普通財産では、市町村が道路や学校などとして使用中のものが多く、

これらは利用者への譲渡手続を行うべきである。また、特に農林総務課所管の旧農業試験場

本場及び旧梁川支場に関しては、面積・金額とも大きく、県の財政状況に与える影響が大き

いことから、売却等の早期処分を図るべきである。 

 

②用途廃止建物等の早期解体撤去 

 財産管理課所管以外の普通財産の中には、使用廃止した職員公舎や施設など、既に使用を

取りやめてからかなりの年数が経過しているものが散見された。これらは今後の使用見込み

がないことから、早急に廃棄処理すべきである。 

 

③土地評価額の見直し 

 財産管理課及び財産管理課以外で所管する普通財産のうち、売却予定で入札予定価額等が

出されているにもかかわらず、固定資産税評価額を基準として評価されている物件がある。

また、財産管理課所管以外の普通財産のうち、有償又は無償で貸し付けている物件の一部に

関して、排水路や崖地、農地等についても、固定資産税評価額を基準として評価されている

物件がある。 

これらの評価額は、現行の「公有財産評価替え要領」においては現況地目による評価を行

うとされており、宅地とした場合は土地課税台帳又は土地補充課税台帳に登録された県有地

の近隣類似地の評価を基準に時価倍率（1.43）を乗じた金額により評価することと規定され

ている。しかし、これらの物件を近隣の固定資産税評価額に基づいて評価することは、「公

有財産評価替え要領」の第 9 に規定する「当該財産の市場性、市場の状況、その他の事情を

勘案し、著しく不当であると認められる場合」に該当するものと考える。したがって、これ

らの土地の評価は固定資産税評価額を基準とするのではなく、実態に基づいて評価すべきで

ある。 

 

④長期的な維持修繕計画の見直し 

 行政財産のうち、図書館・美術館・博物館を初めとした比較的規模の大きな建物について

は、屋根、外壁、電気設備、給排水衛生設備などの大規模修繕工事に関して、今後の中長期

的な計画を策定し、長寿命化と安全性の確保を図るべきである。


